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1　はじめに
日本の会計基準設定主体である企業会計基準委員会（ASBJ）によって、2007 年 8 月に国際
会計基準審議会（IASB）と共同で公表したいわゆる東京合意に基づき、2008 年までの短期コン
バージェンス・プロジェクトとして掲げた項目を中心に審議が行われた1。その成果の 1 つとして、
2008 年 12 月に企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」が公表された2。改正された項
目のうち、段階取得に関する連結財務諸表上の会計処理については、2007 年 12 月に米国財務会
計審議会（FASB）から公表された財務会計基準書改訂 141 号（SFAS141R； FASB 2007）、2008
年 1 月に国際会計基準審議会（IASB）から公表された国際財務報告基準改訂第 3 号（IFRS3R； 
IASB 2008）と同様の会計処理が求められることとなった。
この段階取得（step acquisition）は、IASB（2008）では、段階的に達成される企業結合（business 
combination achieved in stages）であり、取得日の直前に持分を保有していた被取得企業の支配
を取得する取引とされているものである（IASB 2008, 41 項）3。この IASB（2008）では、被取得
企業（acquiree）の持分の段階取得による支配獲得時に、取得企業によって従来保有していた投
資（以下、従来投資ともいう）が支配獲得日の公正価値で再測定され、その結果生じる損益は純









2 　その間、2007 年 12 月に「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」および「研究開発費に関する論
点の整理」、2008 年 6 月に「企業結合に関する会計基準（案）」をはじめとした企業結合（連結を含む）に
関する一連の会計基準に係る公開草案が公表されている。
3 　この FASB（2007）および IASB（2008）の内容および文言は、ほぼ同様なので、本稿では IASB（2008）
の規定を中心に取り上げる。なお、FASB（2007）は、FASB コード化体系（FASB-ASC）Topic 805 に
引き継がれている。
4 　この被取得企業（acquiree）とは、取得企業が企業結合において支配を獲得する事業（business or busi-
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具体例として、20X1 年 12 月 31 日に、企業 A は企業 B の非支配持分を 35％保有しており、そ
の日に、企業 A は企業 B の持分の 40％を追加購入し、企業 A は企業 B の支配を得るといった
取引が示されている（IASB 2008, 41 項）。
この段階取得においては、以前に保有していた被取得企業の持分を、取得日公正価値で再測
定し、それにより利得又は損失が生じる場合には、当該利得又は損失を、適宜、純損益又はそ
の他の包括利益に認識しなければならないとされている（IASB 2008, 42 項）8。このことについ
て、IFRS 第 3 号の結論の背景において、FASB と IASB は、企業に対する非支配投資の保有から、
当該企業に対する支配の獲得への変化は、当該投資の性質及び投資を取り巻く経済的環境の重大
な変更に該当するという結論を下したとされている（IASB 2008, BC384 項）。そのうえで、当該
変更は、当該投資の分類及び測定の変更を正当化するものとされている（IASB 2008, BC384 項）9。
再測定差額の会計処理については、売却可能証券の評価差額の会計処理ではなく、売却可能証
券の認識の中止の会計処理との整合性が、根拠として挙げられている（IASB 2008, BC389 項）10。
なお、IFRS 第 3 号の反対意見において、段階的に達成された企業結合に関する 1 人の IASB メ
ンバー（Robert P. Garnett 氏）の意見が示されている11。そこでは、従来保有していた被取得企
業に対するすべての資本持分を公正価値で再測定することの影響について、純損益ではなく、そ
の他の包括利益の独立の内訳として認識することが主張されている（IASB 2008, DO11 項）。
2.2　日本基準の規定
日本基準における段階取得の規定は、2008 年 12 月に公表、2013 年 9 月に改正された企業会計
基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準委員会 2013a）で定められている12。取
8 　過去の報告期間において、被取得企業に対する持分の価値の変動をその他の包括利益に認識している場
合には、その他の包括利益に認識された金額は、取得企業が以前保有していた持分を直接処分したならば






動にどのように使用するかを指示する権利と交換しているのである（IASB 2008, BC384 項）。




ている（IASB 2008, BC389 項）。
11 　IASB メンバーという表現は、財務会計基準機構・企業会計基準委員会監訳（2015）に依っている。
12 　2013 年改正では、段階取得に関する規定は変更されていない。
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1 焦点を当てる資源 フロー ストック
2 測定のアンカー 現金収支 公正価値（時価）
3 利益観 収益費用中心観 資産負債中心観
4 同上 損益法 財産法
5 貸借対照表観 動態論 静態論
6 資産評価基準 取得原価主義 公正価値（時価）主義
7 損益認識基準 実現基準 公正価値（時価）基準
8 業績指標 当期純利益 包括利益
9 企業に関する前提 継続企業 清算企業
10 株主資本価値 将来 CF の PV 純資産時価
評価の主体 投資家 企業
のれんの扱い 含む 含まない
※表中の CF はキャッシュフロー、PV は現在価値を表す。
出典：辻山（2015, 11）図表 1-1


















1 つとして、その評価差額を純利益に含めずに OCI とすることが考えられる。そうすることで、
段階取得当初の純利益への影響は避けられる。
たとえば、前述のように、IFRS 第 3 号の段階的に達成された企業結合に関する反対意見にお
いて、1 人の IASB メンバー（Robert P. Garnett 氏）から、再測定差額を OCI とすることが提













0585713 v01 跡見学園女子大学_マネジメント学部紀要 第22号.indb   109 2016/07/20   9:35:22
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 22 号　2016 年 7 月 25 日
─　　 ─110































































にして費用処理に合わせて OCI リサイクリング（中和化）、③評価差額を OCI にして再評価分の費用処理
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